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エア・ブラウン株式会社　令和 7 年 3 月期

１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果
　　
　当社第55期（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）における事
業の概要につきご報告申し上げます。

　当事業年度の世界経済は、依然として地政学リスクは解消されない
ものの、各国でのインフレは落ち着き、多くの国では政策金利が引き下
げられるなど、金融引き締めによる景気後退の懸念は和らぎました。
　アジア圏においては、ASEAN諸国では世界的なIT関連需要への
投資の影響を要因として総じてGDP成長率は改善しました。中国や
インドにおいては消費拡大の鈍化が成長ペースを鈍らせGDP成長率
は前年を下回ったものの、両国とも概ね政府目標を達成しました。
　わが国経済においては、雇用・所得環境が改善する中で景気は緩や
かな回復基調で推移しました。一方で円安の長期化、原材料・エネル
ギー価格の高止まりや米を中心とした食料品価格の高騰など依然と
して景気回復の足かせとなる問題は解消されておらず、先行きの不透
明感は払拭されておりません。
　2025年において景気は人工知能を含むIT関連技術の革新が進むな
ど底堅い成長が見込まれますが、依然として続くロシアーウクライ
ナ戦争や中東での紛争などの地政学リスクに加え、米国の関税政策
に端を発する貿易摩擦が激化し、世界経済の下振れリスクの高まり
も懸念されています。
　
　このような環境の中、当社グループは機能化学品事業において化
粧品OEMメーカーである株式会社実正を株式取得によりグループ会
社とし、化粧品ビジネスにおいてもメーカーポジションを獲得、精
密化学品事業でも関連会社となったインドメーカーを活用したビジ
ネスが開始されるなど事業の拡大、伸長に向けた戦略的施策を確実
に進めております。
　当事業年度の連結売上高は、機能化学品事業の大型案件にけん引
され、190億66百万円と前期比12.3%の増収となりました。物価上昇
に起因するコスト増加圧力はあったものの業務効率化による対応で
経費の増加は抑制し、連結営業利益では、14億71百万円と前期比
51.4%の増益となりました。一段の円安進行による為替差損や棚卸資
産の再評価による影響は大きかったものの、金融資産の売却益計上
もあり、連結経常利益では15億79百万円と前期比57.6％の増益とな
りました。
　当社（日本）単独では、精密化学品事業での大型案件の減少はあ
ったものの、機能化学品事業や電子機器事業が大きく伸長し、売上
高は159億7百万円と前期比15.0%の増収となりました。輸入ビジネス

事　業　報　告
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の商品仕入れにおける為替の影響はあったものの経費の増加は抑制
され、営業利益では9億82百万円と95.6％の増益となりました。配当
金の受け取りや金融資産の売却益を計上し、経常利益では13億44百
万円と前期比52.3%の増益となりました。　

　第 56 期は、各グループ会社間のシナジーを加速させ、強固な事業基
盤を構築するとともに、米国に法人を設立し事業ネットワークの拡大
を図るべく、引き続き事業活動における投資を行います。また、サスティ
ナビリティマネジメントを強化する一環で、社内の業務改善や人材育
成、様々な観点からの投資も継続します。コンプライアンスを徹底し
つつ、当社が事業活動を行う各国・地域での社会貢献活動を拡大し、
お客様からの信頼性と企業価値の向上に努めて参ります。
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計　算　書　類

エア・ブラウン株式会社　令和 7 年 3 月期

貸　 借　 対　 照　 表
令和7年3月31日現在

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

純　資　産　の　部

（単位：千円）

（注）１．有形固定資産減価償却累計額
　　　２．関係会社に対する金銭債権及び債務

151,404千円

157,143千円
67,284千円
15,767千円

売掛金
長期貸付金
買掛金

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品
短 期 貸 付 金
立 替 金
仮 払 金
その他流動資産
貸 倒 引 当 金

支 払 手 形
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
前 受 金
預 り 金
賞 与 引 当 金
その他流動負債

受 入 保 証 金
退職給付引当金

利 益 準 備 金
その他利益剰余金
任 意 積 立 金
繰越利益剰余金

株 主 資 本
資 本 金
利 益 剰 余 金

自 己 株 式

資　 産　 合　 計

流　動　資　産 流　動　負　債

固　定　負　債

負　債　合　計

純　資　産　合　計
負債及び純資産合計

5,320 ,000
1,402 ,813
672,002
1,869 ,140
1,296 ,683

2,000
7,743
66,471
28,145

△ 25,000
3,144 ,440
65,677
24,986
40,691
138,106
116,211
19,236
2,658

2,940 ,656
259,974
2,210 ,038
73,284
250,946
112,416
18,910
15,087
27,385

2,335 ,424
537,797
962,103
50,002
42,793
351,517
9,825
91,181
193,616
96,585
63,012
14,078
48,933

2,398 ,436

6,093 ,389
8,491 ,825

6,093 ,389
70,000

6,031 ,339
17,500

6,013 ,839
3,020 ,000
2,993 ,839
△ 7,950

投資有価証券
関係会社株式
長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
敷 金
保 険 積 立 金
そ の 他 投 資

建 物
工具器具備品

ソ フトウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
その他無形固定資産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

固　定　資　産

繰　延　資　産

8,491 ,825
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損　益　計　算　書
自　令和 6年4月 1日
至　令和 7年3月31日

科　　　　　目 金　　　　　額

（注）関係会社との取引高
売上高
仕入高

767,448千円
241,157千円

（単位：千円）

株主資本等変動計算書
自　令和 6年4月 1日
至　令和 7年3月31日 （単位：千円）

売 上 高
売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

受取利息及び受取配当金
投資有価証券売却益
そ の 他

支 払 利 息
為 替 差 損
棚 卸 資 産 廃 棄 損
棚 卸 資 産 評 価 損
そ の 他

投資有価証券運用益
事 業 譲 渡 益

そ の 他

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

税引前当期純利益
法 人 税 等
当 期 純 利 益

296,601
139,252
49,053

6,090
49,375
36,200
18,013
12,791

97,814
30,737

15,262

15,907 ,247
12,721 ,656
3,185 ,590
2,203 ,189
982,401

484,908

122,470
1,344 ,838

128,552

15,262
1,458 ,128
440,005
1,018 ,122

利 益 剰 余 金
その他利益剰余金

株 主 資 本

当 期 首 残 高
当 期 変 動 額

当期変動額合計
当 期 末 残 高

利益剰余金の配当
当 期 純 利 益
自己株式の取得
自己株式の処分

資本金 自己株式

70,000

－
70,000

17,500

－
17,500

3,020,000

－
3,020,000

2,010,804

△ 35,213
1,018,122

126
983,035
2,993,839

5,048,304

△ 35,213
1,018,122

126
983,035
6,031,339

5,110,495

△ 35,213
1,018,122
△ 6,840
6,825

982,894
6,093,389

5,110,495

△ 35,213
1,018,122
△ 6,840
6,825

982,894
6,093,389

利益
準備金 任意

積立金
繰越利益
剰余金

利益剰余金
合計

純資産
合計株主資本

合計

△ 7,809

△ 6,840
6,699
△ 141
△ 7,950
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個　 別　 注　 記　 表
1.  この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。
2.  重要な会計方針に係る事項

3.  株主資本等変動計算書に関する事項

（1）資産の評価基準及び評価方法

（2）固定資産の減価償却の方法

（3）引当金の計上基準

（4）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①有価証券の評価基準及び評価方法
　移動平均法による原価法
②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　商品　移動平均法による低価法

①有形固定資産
　主として定率法
②無形固定資産
　定額法

①貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の規
　定による法定繰入率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案
　して計上しています。
②賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しています。
③退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により
　計上しています。

①リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リースに
　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。
②外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
　差額は損益として処理しています。
③消費税等の会計処理
　税抜方式によっています。

（1）当事業年度の末日における発行済株式の数
（2）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（3）当事業年度の末日後に行う剰余金の処分に関する事項

①期末配当に関する事項
令和7年5月27日開催の定時株主総会において、次の通り提案いたします。

112,500株

令和7年5月27日開催の定時株主総会において、上記議案は承認可決されて
おります。（5月27日加筆）

決　議 株式の種類

普通株式
A種類株式 利益剰余金 37,922千円 350円

配当の原資 基準日 効力発生日配当金の
総額

一株当りの
配当額

令和7年5月27日
定時株主総会

令和7年
3月31日

令和7年
5月31日

決　議 株式の種類

普通株式
A種類株式 利益剰余金 35,213千円 325円

配当の原資 基準日 効力発生日配当金の
総額

一株当りの
配当額

令和6年5月21日
定時株主総会

令和6年
3月31日

令和6年
5月31日



－ 6 －

エア・ブラウン株式会社　令和 7 年 3 月期

監  査  報  告  書

　私は、令和6年4月1日から令和7年3月31日までの第55期
事業年度の取締役の職務の執行を監査いたしました。その
方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　取締役及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び
監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要
な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。子会社については、
子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法
に基づき、当該事業年度に係る事業報告について検討いた
しました。
さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当
該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表）について検討いたし
ました。

２．監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果
　一 事業報告は、法令及び定款に従い、会社の状況を正
 　　しく示しているものと認めます。
　二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令も
 　　しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
（2） 計算書類の監査結果
　計算書類は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要
　な点において適正に表示しているものと認めます。

　　　令和7年5月9日

エア・ブラウン株式会社
　監査役　天知　秀介 印

監査役の監査報告書　謄本
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連  結  貸  借  対  照  表
令和7年3月31日現在

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

（単位：千円）

純　資　産　の　部

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
そ の 他 投 資

建物及び構築物
機械、運搬具及び工具器具備品
土 地

ソ フ ト ウ ェ ア
の れ ん
その他無形固定資産

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
棚 卸 資 産
その他流動資産

支払手形及び買掛金
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
その他流動負債

長 期 借 入 金
退職給付に係る負債
その他固定負債

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

株 主 資 本

非支配株主持分

資 本 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

為替換算調整勘定
その他の包括利益累計額

資　 産　 合　 計

流　動　資　産

固　定　資　産

繰　延　資　産

流　動　負　債

固　定　負　債

負　債　合　計

純　資　産　合　計
負債及び純資産合計

8,846 ,960
3,368 ,825
3,212 ,121
2,009 ,119
256,894
2,208 ,426
568,175
89,825
108,726
369,623
365,455
136,260
218,504
10,690

1,274 ,795
813,948
6,000

454,847
27,385

3,038 ,253
1,983 ,732
390,252
193,616
470,653
230,618
86,914
48,933
94,770

3,268 ,872

7,813 ,900
11,082 ,772

7,453 ,260
70,000

7,391 ,210
△ 7,950
311,069
311,069
49,570

11,082 ,772
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連 結 損 益 計 算 書
自　令和 6年4月 1日
至　令和 7年3月31日

科　　　　　目 金　　　　　額
（単位：千円）

連結株主資本等変動計算書
自　令和 6年4月 1日
至　令和 7年3月31日 （単位：千円）

売 上 高
売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

受取利息及び受取配当金
投資有価証券売却益
そ の 他

支 払 利 息
為 替 差 損
棚 卸 資 産 廃 棄 損
棚 卸 資 産 評 価 損
持分法による投資損失
そ の 他

投資有価証券運用益
事 業 譲 渡 益
負ののれん発生益

そ の 他

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

税金等調整前当期純利益
法 人 税 等
法人税等調整額
当 期 純 利 益

38,088
139,252
78,214

7,960
56,143
39,839
18,013
13,704
12,185

97,814
30,737
12,840

15,262

560,470
17,223

19,066 ,788
14,611 ,721
4,455 ,067
2,983 ,534
1,471 ,532

255,555

147,846
1,579 ,241

141,393

15,262
1,705 ,372

577,693
1,127 ,678
10,334

1,117 ,344

当 期 首 残 高
当 期 変 動 額

当期変動額合計
当 期 末 残 高

剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自己株式の取得
自己株式の処分
そ の 他

資本金

70,000

 

－
70,000

自己株式

△ 7,809

△ 6,840
6,699

△ 141
△ 7,950

6,313,170

△ 35,213
1,117,344

△ 4,089

1,078,040
7,391,210

6,375,360

△ 35,213
1,117,344
△ 6,840
6,699

△ 4,089

1,077,899
7,453,260

309,984

1,085

1,085
311,069

43,999

5,570

5,570
49,570

6,729,345

△ 35,213
1,117,344
△ 6,840
6,699

△ 4,089

6,655

1,084,555
7,813,900

利益
剰余金

為替換算
調整勘定

純資産合計非支配
株主持分株主資本

合計

非支配株主に帰属する当期純利益
親会社株主に帰属する当期純利益

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

株主資本 その他の
包括利益累計額
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自　令和 6年4月 1日
至　令和 7年3月31日

科　　　　　目 金　　額

（単位：千円）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ
Ⅴ
Ⅵ
Ⅶ

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物にかかる換算差額
現金及び現金同等物の増減額(△は減少)
現 金 及び 現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の期末残高

1,705 ,372
94,932

△ 237,067
314,740
262,491

△ 104,126
1,848

△ 252,001
16,731

1,802 ,921
38,088
△ 7,960

△ 474,440
1,358 ,609

△ 91,916
332,511

△ 361,484
47,940

△ 72,949

△ 200,000
△ 50,133
△ 80,000
△ 6,840
6,825

△ 35,213
△ 365,361

△ 50,234
870,063
2,498 ,762
3,368 ,825

連結キャッシュ・フロー計算書

税金等調整前当期純利益
減価償却費
投資有価証券運用損益(△は益)
売上債権の増減額(△は増加)
棚卸資産の増減額(△は増加)
仕入債務の増減額(△は減少)
その他資産の増減額
その他負債の増減額
その他
小計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出
投資有価証券の売却による収入
子会社株式の取得による支出
その他
投資活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額
長期借入金の返済による支出
社債の償還による支出
自己株式の取得による支出
自己株式の売却による収入
配当金の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー
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連　 結　 注　 記　 表

①有価証券の評価基準及び評価方法
　　移動平均法による原価法
②たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　移動平均法による低価法

① 有形固定資産
　 　主として定率法
② 無形固定資産
　 　定額法

① 貸倒引当金
　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法人税法の規定に
　 よる法定繰入率により計上するほか、個々の債権の回収可能性を勘案して計上
　 しております。
② 賞与引当金
　 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額により計上しております。
③ 退職給付引当金
　 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末要支給額により計上
　 しております。

① リース取引の処理方法
　 リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リースについては、
　 通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
② 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準
　 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算
　 差額は損益として処理しています。なお、在外子会社の資産及び負債は連結決
　 算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により
 　円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上
　 しております。
③ 消費税等の会計処理
　 税抜方式によっております。

　連結子会社の数・・・8社
　主要な連結子会社の名称：上海布朗商行有限公司、AR BROWN(THAILAND)Co., Ltd.、
　　ARBROWN INDIA TRADING Pvt. Ltd.、AR BROWN KOREA Co., Ltd.、
　　エフビーオートメ株式会社、株式会社実正
　
　当連結会計年度から、株式の取得により株式会社実正を連結の範囲に含めております。

　持分法適用会社の数・・・1社
　会社名：VANNSH LIFE SCIENCES Pvt. Ltd. 

　連結子会社のうち、上海布朗商行有限公司、AR BROWN (THAILAND) Co., Ltd.、
　AR BROWN KOREA Co., Ltd.の決算日は12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては3月31日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用
　しております。

（１）資産の評価基準及び評価方法

（２）固定資産の減価償却の方法

（３）引当金の計上基準

（４）その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

　
２．連結範囲の変更に関する事項

３．持分法の適用に関する事項

４．連結子会社の事業年度に関する事項

５．重要な会計方針に関する事項
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エア・ブラウン株式会社
　　　　　取締役会　御中

独立した公認会計士のレビュー報告書
令和7年5月8日

AsiaWise会計事務所
公認会計士　山﨑　耕平 印

独立した公認会計士のレビュー報告書　謄本

　私は、エア・ブラウン株式会社の委嘱に基づき、エア・ブラウン株式会社の
令和6年4月１日から令和7年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結キャッシュ・フロー計算
書、連結株主資本等変動計算書、連結注記表についてレビューを行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、会社計算規則及び我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連
結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

業務実施者の責任
　私の責任は、独立の立場から連結計算書類に対する結論を表明するこ
とにある。私は、日本公認会計士協会が公表した保証業務実務指針 2400
「財務諸表のレビュー業務」に準拠してレビューを行った。保証業務実務
指針 2400 は、私に、全体としての連結計算書類が、会社計算規則及び我
が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して適
正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら
れなかったかどうかについて結論を表明することを求めている。また、保証
業務実務指針 2400 は、私に職業倫理に関する規定を遵守することを求め
ている。
　保証業務実務指針 2400 に準拠した連結計算書類のレビューは、限定的
保証業務である。レビューにおいては、主として経営者及びその他適切な
者に対する質問並びに分析的手続が実施され、入手した証拠の評価が行
われる。レビュー手続は、一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して実施される監査に比べて相当程度限定された手続であり、私は、上記
の連結計算書類に対して監査意見を表明しない。

結論 
　私が実施したレビューにおいて、上記の連結計算書類が、会社計算規則
及び我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、エア・ブラウン株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を適正に表示していないと
信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。
　　

以　上　
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